
第１章 やさしさと共生するまち 

 

第１節 安心して子どもを生み育てられるまちをつくる  

 

目標１ 子育ての不安と負担の軽減 

子育てに対する地域での支援や男女共同による子育ての推進、子育て環境の

整備、子育ての経済的負担の軽減に努めます。 

 

日胆はまなす里親会補助金 3 万円 

児童の育成や里親制度の普及啓発などを行っている同里親会を支援します。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

乳幼児医療費助成経費 8 千 561 万 5 千円（うち道 3 千 654 万 4 千円） 

就学前の乳幼児が、病院などで診療を受けた場合の医療費の一部を助成しま

す。 

▼ 問い合わせ 国保・年金グループ 

 

ひとり親家庭等医療費助成経費 3 千 319 万 7 千円（うち道 1 千 459 万 8 千円） 

ひとり親家庭の母(父)と児童の保健の向上や福祉の増進を図るため、医療費

の一部を助成します。 

▼ 問い合わせ 国保・年金グループ 

 

子育て支援センター運営経費 117 万円（うち道 98 万 4 千円） 

育児に不安などを感じている保護者に、育児相談や子育て講座を開催し、保

護者の不安解消を図ります。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

家庭児童相談室・母子自立支援員経費 5 万 5 千円 

母子家庭の親や寡婦の自立と児童福祉の向上を図るため、母子自立・家庭相

談員１名を配置しています。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
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災害遺児手当支給経費 72 万円 

父母などが、交通事故などで死亡もしくは重度の障がいの状態となったとき、

その児童を養育する保護者を支援します。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

仕事と家庭両立支援事業費（ファミリーサポートセンター事業） 697 万 9 千円 

（うち国 140 万円） 

保護者の仕事と子育ての両立できる環境をつくるため、ファミリーサポート

センターを開設しています。 

センターでは、子育ての援助を受けたい方（依頼会員）と援助を行える方（提

供会員）の会員登録を行い、依頼会員が残業や急用などのとき、提供会員が子

どもを保育所などへの送迎や自宅で預かるなどの事業を行っています。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

こどもショートステイ経費 38 万 4 千円（うち国 13 万円） 

保護者が病気などにより、児童の養育が一時的に困難になった家庭の児童を、

児童養護施設（わかすぎ学園・室蘭市母恋南町）で養育します（利用者は、所

得に応じた費用を負担）。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

児童入所施設措置費（助産施設分） 35 万円 

（うち国 17 万 5 千円、道 8 万 7 千円） 

経済的理由により入院助産を受けることができない妊産婦を、助産施設に入

院させ、母子福祉の向上を図ります。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

産後子育てママ派遣事業費 77 万 2 千円（うち国 40 万円） 

産後間もない家庭で、育児や家事などの支援を行う家族などがいない世帯に、

母親の体力的負担や子育ての不安を解消するため、ヘルパーを派遣し安心して

日常生活が営めるよう支援します。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
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普通保育所運営管理経費 6 千 51 万 2 千円 

（うち保護者負担金 3千 528 万 9 千円） 

共働きや病人の介護などにより家庭における児童の保育が困難な世帯に、安

心して子どもを生み育てることのできる環境と、充実した保育サービスを提供

します。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

幌別東保育所整備事業費 1 千万円（うち市債 750 万円） 

幌別東保育所の児童の安全を守るため、老朽化した床や屋上、玄関ポーチな

どの改修工事、屋外非常階段の補修工事を行います。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

登別保育所運営管理業務委託料 6 千 928 万 8 千円 

（うち保護者負担金 1千 397 万 2 千円） 

幼稚園と保育所の長所を取り入れた登別地区幼保一元化モデル事業を引き続

き行うため、市立登別保育所の運営管理業務を学校法人登別立正学園に委託し

ます。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

特別保育科目実施経費（交流事業） 78 万円 

保育所入所児童が、人々との交流を学ぶため、高齢者や異年齢児童との交流

を行います。 

富士・鷲別・栄町保育所…高齢者との交流 

幌別東保育所…高齢者や異年齢児童との交流 

登別保育所…高齢者や小学生などとの交流 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

特別保育科目実施経費（あそびの広場） 60 万円 

乳幼児を持つ保護者を対象に子どもとの関わりや遊びを指導し、育児不安の

解消を図るとともに、親子のふれあいや親同士の交流を深めます。 

場所 中央子育て支援センター、登別子育て支援センター 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
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特別保育科目実施経費（障がい児保育） 28 万 3 千円 

心身に障がいのある児童や発育・発達に心配のある児童の健全な発達を促す

ため、保育所で健常児と一緒に保育を行います。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

特別保育科目実施経費（延長保育） 61 万 4 千円 

保護者の勤務地や勤務時間などの都合による保育時間の延長ニーズが増えて

いるため、全保育所で延長保育を行います。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

特別保育科目実施経費（休日保育） 30 万 2 千円 

日曜日や休日に保育所入所児童の保護者が、勤務のため保育ができないとき

に、富士保育所で児童を保育します。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

特別保育科目実施経費（一時保育） 270 万円（うち道 18 万円） 

保護者が、疾病や事故、災害などで一時的に家庭での保育ができないときに、

児童を登別保育所で保育します。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

保育所の広域入所委託料 166 万 1 千円 

勤務地の関係から、他市町村の保育所へ入所を希望する保護者の利便性を図

るため、他市町村の保育所で児童の保育を行います。 

平成１９年度委託児童見込み数 ２人 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

児童館・児童センター運営管理経費 886 万 3 千円 

安心して子どもを生み、健やかに育つ環境をつくり、地域で担う子育てを支

援するため、児童館などに児童厚生員を配置し、遊びを通して児童の健全育成

を図ります。 

NO 児 童 館 名 住   所 電話番号 

1 登 別 児 童 館 登別東町４丁目１９－２ ８３－３４９３

2 富 浦 児 童 館 富浦町１丁目５２－３ ８３－１９８７

3 幌 別 児 童 館 幌別町４丁目１０－３ ８５－２８０２

4 常 盤 児 童 館 常盤町２丁目３４－１ ８５－１８４０

5 富 士 児 童 館 富士町１丁目１－４ ８５－７７６０

8 



6 富 浜 児 童 館 栄町２丁目１８－４ ８６－７１８７

7 美 園 児 童 セ ン タ ー 美園町５丁目３６－４ ８６－４５９１

8 鷲 別 児 童 館 鷲別町１丁目３６－３ ８６－２７６６

9 若草つどいセンター（児童室） 若草町４丁目２１－１ ８６－１２０８

10 登別温泉公民館（児童室） 登別温泉町１７ ８４－２５２２

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

放課後児童クラブ運営経費 328 万 6 千円 

放課後児童クラブは、就労などにより昼間保護者のいない児童が、放課後や

夏・冬・春休みの期間中、安心して過ごせる場所として設置しています。 

富岸児童クラブ（富岸青少年会館内）、常盤児童クラブ（常盤児童館内）、 

若草児童クラブ（若草小学校内）、青葉児童クラブ（老人憩の家桜木の家内） 

幌別西児童クラブ（幌別西小学校内） 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

私立幼稚園就園奨励費補助金 4 千 818 万 5 千円（うち国 1 千 204 万 6 千円） 

私立幼稚園に通園する園児の保護者の経済的負担の軽減を図るため、個人市

民税の所得割課税額が１８万３千円以下の世帯へ補助金を交付し支援します。 
・第１子は、５万７千５００円から１４万１千９００円まで。 
・第２子は、８万１千円から１８万５千円まで。 
・第３子以降は、１０万４千円から２５万７千円まで。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
 
私立幼稚園特別就園奨励費補助金 620 万円 

私立幼稚園に入園する児童の保護者の経済的負担の軽減を図るため、入園時

に２万円の補助金を交付します。 
対象人数 ３１０人 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
 
私立幼稚園教材教具費等補助金 254 万 4 千円 

市内の私立幼稚園に対し、教材教具の購入資金の一部を補助し、教育内容の

充実を図ります。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
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私立幼稚園学校給食指導経費 70 万円 

私立幼稚園に通園する５歳児を対象に、１０日間程度の学校給食指導を行い

ます。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
 

私立幼稚園協会教職員研修費補助金 50 万円 

『登別市私立幼稚園協会』教職員の研修費の一部を補助し、資質の向上を図

ります。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
 
常用雇用転換奨励給付金 30 万円（うち国 22 万 5 千円） 

母子家庭の生活の安定を図るため、母子家庭の母親を短期労働者から常用労

働者に転換した場合、一定期間経過後、事業主に奨励金を支給します。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
 
富士児童館整備事業費 200 万円 

老朽化した富士児童館の屋根の改修工事を行います。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 
 
乳幼児食育事業費 6 万 1 千円 

子どもの健やかな発達を願い、乳幼児の保護者を対象に正しい栄養の知識を

身に付けていただくため、食事に関する講話や調理実習を行います。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 
 

目標２ 児童虐待の防止  

親自身のストレスや精神的な問題などを解消し、心の健康を保てるよう支

援するとともに、児童虐待の予防や早期発見、早期対応をするため、関係機

関との連携を強化し、子どもの健全育成に努めます。 

 

第２節 市民一人ひとりが生涯を通じて 

健康に暮らせるまちをつくる  
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目標１ 市民の主体的な健康づくり意識の確立  

登別市健康増進計画『健康のぼりべつ２１』の推進を図るほか、『一次予防』

に重点をおいた市民の健康づくりを支援し、健康増進と発病の予防に努めま

す。 

 

北海道難病連運営事業補助金 5 万 4 千円 

難病問題の社会的啓蒙や難病についての正しい知識の啓発を通して、難病患

者とその家族の福祉の増進を図る財団法人北海道難病連を支援します。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 

 

健康づくり推進協議会経費 5 万円 

市民の健康づくり推進のため、老人保健法や母子保健法に基づいた実施計画

の策定や運営について、協議を行います。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 

 

老人保健事業費 

・健康手帳の交付 16 万 9 千円（うち国 3万 5 千円、道 3 万 6 千円） 

健康管理を推進するため４０歳以上の方に、健康データを記録できる健康

手帳を交付します。 

・健康教育 138 万円（うち国 25 万 9 千円、道 25 万 9 千円） 

健康の増進や生活習慣病などの知識の向上を図るため、４０歳以上の方を

対象にした医師や保健師、栄養士による健康に関する講演会などを開催しま

す。 

・健康相談 45 万円（うち国 8 万円、道 8 万円） 

生活習慣病についての相談や指導を行い、健康の保持・増進を図ります。 

・健康診査 5 千 186 万 2 千円（うち国 569 万 7 千円、道 569 万 7 千円） 

病気の早期発見・早期治療の促進を目的に、基本健康診査や各種がん検診、

肝炎ウイルス検診などを行います。 

・訪問指導 35 万 5 千円（うち国 2 万 2 千円、道 2 万 2 千円） 

保健師などが、健康診査で要注意と診断された方を訪問し、保健指導や栄

養指導を行います。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 

 

目標２ 保健予防活動の充実  

健康診査や訪問指導、予防接種など、生涯各期に対応した適切な保健予防

活動を推進します。 
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母と子の健康づくり事業費 818 万 3 千円 

・幼児歯科保健対策 

フッ素塗布やむし歯予防の健康教室を行います。 

・乳幼児健康診査 

（４カ月児健康診査、１歳６カ月児健康診査、３歳児健康診査） 

乳幼児の健康管理と育児支援のため、乳幼児健康診査を行います。 

・母子栄養管理 

８カ月児などを対象に育児相談、栄養相談を行います。 

・妊婦健康診査 

妊娠期の健康診査の助成と、健康管理のための保健指導を行います。 

・母子訪問指導 

保健師が、乳幼児のいる家庭を訪問し保健指導を行います。 

・すこやかマタニティ教室 

マタニティ教室を開催し、親になる準備の支援や子育て支援を行います。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 

 

予防接種経費 5 千 417 万 5 千円 

乳幼児等の感染症による病気の発生を未然に防ぐため、ＢＣＧ、ポリオ、麻

しん風しん混合、三種混合（百日咳・ジフテリア・破傷風）、インフルエンザな

どの予防接種を行います。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 

 

エキノコックス症対策経費 43 万 9 千円 

肝機能に障害を引き起こすエキノコックス症の感染予防の周知や血清検査な

どを行います。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 

 

女性の健康づくり推進事業費 86 万 4 千円 

検診機会の少ない年代の女性を対象に健康診査を行い、生活習慣病の予防や

健康づくりの意識高揚を図ります。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 
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ヘルスパイオニアタウン事業 5 千 749 万 2 千円 

医療費抑制のため、市民の健康づくりにつながる事業を行います。 

主な事業 健康づくりパンフレットの配布、水中運動教室受講者助成、 

健康まつり、保健師派遣事業、短期人間ドック助成、 

ガン検診等助成、医療費通知、市民スポーツ大会、 

脳ドック助成、インフルエンザ予防接種助成、 

国保ヘルスアップ事業など 

▼ 問い合わせ 国保・年金グループ 

 

老人保健 68 億 100 万円 

（うち国 22 億 3 千 263 万円、道 5 億 5 千 815 万 7 千円） 

高齢者の医療費負担を軽減するため医療費の一部を助成します。 

平成１９年度見込み 

受診件数 １８万４，０００件 

受信者数 ６，４５３人（月平均） 

医療費  １０５万３，９２８円（１人当たり） 

▼ 問い合わせ 国保・年金グループ 

 

目標３ 地域医療の充実  

市民の医療ニーズ（需要）に応える医療体制の確保と医療環境の整備充実を

図るとともに、休日・夜間における急病患者に対する救急医療体制の確保など

に努めます。 

 

地域医療対策等経費 48 万円 

年末年始や日曜日における歯科救急患者の診療を、室蘭歯科医師会と連携し

ながら確保します。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 

 

広域救急医療対策事業負担金 820 万円 

登別・室蘭市内の５病院と西胆振の２病院を加えた７病院が、休日・夜間に

おける重症救急患者の診療を確保します。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 
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小児救急医療支援事業負担金 265 万円 

休日・夜間における重症の小児救急患者の診療を、室蘭市医師会や胆振西部

医師会と連携しながら確保します。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 

 

自動体外式除細動器購入費 57 万円 

救命率の向上を図るため、登別温泉支署に自動体外式助細動器を配備します。 

また、市民を対象に応急措置の知識と技術の普及を図るため、訓練用自動体

外式助細動器を整備します。 

▼ 問い合わせ 消防本部 

 

救急医療啓発普及事業負担金 150 万円 

登別・室蘭市内の５病院が、休日・夜間における外来救急患者の診療を確保

します。 

▼ 問い合わせ 健康推進グループ 
 

高規格救急自動車購入費 2 千 900 万円 

（うち道 1千 445 万 4 千円、市債 1 千 290 万円） 

消防本署に配置している高規格救急自動車を入れ換え、急病患者の的確な救

命措置の充実強化を図ります。 

▼ 問い合わせ 消防本部 
 

第３節 誰もが安心して暮らせるまちをつくる  

 

目標１ 地域で支え合う福祉活動の確立  

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりを進めるため、市と

市民は一体となって、役割を分かち合いながらお互いを支え合える地域づく

りを推進します。 

 

民生委員児童委員協議会補助金 282 万 6 千円 

市内６地区の民生委員児童委員協議会の相互連携と活動を支援します。 

（登別地区、中央東地区、中央西地区、緑陽地区、美園・若草地区、 

鷲別地区） 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 
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民生委員児童委員活動経費 902 万 9 千円（うち道 874 万 7 千円） 

高齢者や障がい者などの福祉問題の相談者として活躍する民生委員児童委員

の活動を支援します。 

民生委員児童委員数 １２９人 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

地域福祉活動促進事業補助金 1 千 458 万 9 千円 

社会福祉協議会が行う『ふれあいのまちづくり事業』や『ふれあい広場運営

事業』などの事業費や、『登別市ボランティアセンター』の運営費の一部を支援

します。 

・ふれあいのまちづくり事業 

市民が、介護やボランティア活動、法律、年金、保健などの生活・福祉問

題について相談できる『ふくしなんでも相談』の実施や、ボランティア体験

月間などが行われます。 

・ふれあい広場運営事業 

しんた２１を会場にボランティア団体による手話や点字体験、車いすの試

乗、ボランティア活動の紹介などが行われます。 

・登別市ボランティアセンター（しんた２１内）運営事業 

ボランティアをしたい方や受けたい方の登録・紹介を行うほか、ボランテ

ィアに関する講演会の開催などボランティア活動を推進する機関です。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

社会福祉事業推進補助金 1 千 63 万 8 千円 

社会福祉協議会の福祉事業を推進するため、職員や福祉活動専門員を設置す

る経費を支援します。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

目標２ 高齢者福祉の確立  

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう長寿社会の基盤や介護予

防など、地域社会が一体となった高齢者保健福祉サービスの確立を図ります。
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老人趣味の作業所運営経費 30 万 1 千円 

趣味を通じた高齢者の生きがいづくりを行うため、老人趣味の作業所を開設

しています。 

・事業内容…陶芸など 

・場所…幌別町７丁目４－４ 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

長寿祝金支給経費 15 万 2 千円 

高齢者の長寿を祝い１００歳になられた方に『長寿祝金』を贈呈します。 

平成１９年度は、３人に贈呈を予定しています。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

生きがい対策事業補助金 20 万円（うち道 10 万 1 千円） 

高齢者の生きがい対策を目的に事業を行う登別市老人クラブ連合会を支援し

ます。 

・主な事業…女性リーダー研修会、ゲートボール大会、 

グラウンドゴルフ大会など 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

老人クラブ連合会補助金 100 万円（うち道 28 万 3 千円） 

高齢者福祉活動の中心的な役割を果たす老人クラブ連合会が行う事業を支援

します。 

・主な事業…高齢者相互支援事業、社会奉仕活動の推進、交通安全、 

防災対策運動の推進、女性リーダーの育成推進、 

電話・移送サービス事業など 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

老人クラブ補助金 405 万円（うち道 93 万 1 千円） 

地域社会に貢献する老人クラブの行う事業を支援します。 

（老人クラブ数 ４５団体） 

・主な事業…社会奉仕活動、世代間交流、交通安全運動、ゲートボール、 

パークゴルフ大会、室内ゲーム大会、芸術活動など 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 
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敬老会補助金 857 万 7 千円 

地域に貢献してきた高齢者を祝福するため、町内会などが行う７１歳以上の

方を対象とした敬老行事を支援します。 

平成１９年度の対象予定者数は、８千５７０人です。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

特別養護老人ホーム増築事業資金借入金元利補給金 2 千 318 万 4 千円 

特別養護老人ホーム緑風園に、入浴サービスと給食サービスを行うデイサー

ビスセンターを設置した借入金の補給を行い、在宅寝たきり老人などの家族介

護の支援を行います。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

老人憩の家整備委託料 800 万円 

老朽化した『老人憩の家』の維持や補修について、町内会などに委託し整備

を行います。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

地域総合整備資金貸付金（千寿会） 7 千万円（うち市債 7 千万円） 

高齢社会に対応する基盤整備を推進するため、医療法人社団千寿会が行う介

護老人保健施設の増築を支援します。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

地域総合整備資金貸付金（三樹） 8 千 800 万円（うち市債 8 千 800 万円） 

高齢社会に対応する基盤整備を推進するため、株式会社三樹が行う有料老人

ホームの建設を支援します。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

外国人高齢者・障がい者福祉給付金 36 万円（うち道 36 万円） 

国民年金制度上、無年金にならざるを得なかった在日外国人高齢者・障がい

者が、安定した生活を送れるよう福祉年金を支給します。 

平成１９年度支給予定者 ３人 

▼ 問い合わせ 高齢・介護グループ 
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社会福祉法人利用者負担軽減助成金 49 万 8 千円（うち道 37 万 3 千円） 

介護サービスを提供する社会福祉法人などが、生計の特に困難な方の利用者

負担額を軽減したときに費用の一部を助成します。 

▼ 問い合わせ 高齢・介護グループ 

 

老人医療費助成経費（道老） 3 千 868 万 1 千円（うち道 1 千 934 万円） 

北海道は、高齢者の医療費の軽減を図るため、医療費の一部を助成していま

す。 

※この助成制度は、対象年齢を毎年１歳ずつ引き上げ、平成２０年３月末で

廃止する予定です。 

・道の助成対象…昭和１４年７月３１日以前に生まれた７０歳未満の一人暮ら

しの高齢者や高齢者だけの世帯、高齢者と児童だけの世帯の方 

▼ 問い合わせ 国保・年金グループ 

 

養護老人ホーム恵寿園事業費 4 千 759 万 4 千円 

環境上の理由や経済的な理由により、居宅で養護を受けることが困難な高齢

者を、養護老人ホームに入園させ、個人としての十分な尊重と共同生活の円滑

化を図り、公共の福祉に配慮しながら運営します。 

▼ 問い合わせ 恵寿園 

 

シルバー人材センター補助金 956 万円 

高齢者が長年培ってきた知識や経験、技術などを生かし、就業機会の確保や

生きがいの充実、社会参加を図る事業に取り組んでいる同センターを支援しま

す。 

▼ 問い合わせ 商工労政グループ 

 

北海道後期高齢者医療広域連合負担金 415 万 2 千円 

７５歳以上の高齢者を対象とする新しい医療制度が、『後期高齢者医療制度』

として平成２０年度から始まります。この制度の運営は道内の全市町村が加入

する『北海道後期高齢者医療広域連合』が行い、今年３月１日に設立されまし

たので、同連合会への負担金です。 

※ 後期高齢者医療制度の運営は、都道府県単位で全市町村が加入する広域連

合が行うこととされています。 

▼ 問い合わせ 国保・年金グループ 

 

 

18 



在宅高齢者保健福祉推進支援経費 1 千 158 万円 

在宅高齢者の保健福祉向上のため支援を行います。 
高齢者等緊急通報機器設置 １５台設置予定 
布団乾燥サービス     ３６件予定 
電話サービス        ８人対象 
移送サービス       年間契約 

▼ 問い合わせ 高齢・介護グループ 
 

介護保険 

・介護認定審査会の運営 716 万 9 千円 

保健・福祉・医療の各分野の専門家２４人で構成され、介護認定申請者に

どの程度の介護が必要となるかを審査します。 

・介護認定調査 1 千 641 万円 

介護認定申請者の介護認定を行うため、介護認定調査員が介護を必要とす

る方の身体の状況などの聞き取り調査を行います。 

・介護保険運営協議会の運営 46 万 8 千円 

介護保険運営協議会は、委員１０人で構成し、国から義務付けられている

『市町村介護保険事業計画』の進行や管理、予算、給付状況についての協議

や苦情処理の審査などを行います。 

【地域支援事業】 

・介護予防事業費 

介護予防特定高齢者施策事業費 79 万 7 千円 

（うち国 20 万 9 千円、道 11 万円） 

６５歳以上で生活機能が低下している虚弱な方を対象に、通所型または

訪問型の介護予防事業を行います。 

介護予防一般高齢者施策事業費 204 万 5 千円 

（うち国 51 万 1 千円、道 25 万 5 千円） 

一般の高齢者を対象に、介護予防や健康づくりを目的とした健康教室や

健康相談、体力測定会を行います。 

・包括的支援事業費 3 千 992 万円（うち国 1 千 617 万 8 千円、道 809 万 3 千円） 

高齢者が住みなれた地域で自立した生活を送れるように、介護・福祉・医

療から生活面までのあらゆる相談・支援を、地域包括支援センターを中心に

行います。 
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・任意事業費 255 万円（うち国 103 万 3 千円、道 51 万 6 千円） 

高齢者ができる限り在宅で生活していただくために、住宅改修支援事業や

家族介護慰労事業、介護用品（紙おむつ）の給付事業や認知症サポーター養

成事業を行います。 

【保険給付】 

・居宅介護・介護予防サービス計画給付費 9 千 660 万円 

（うち国 2千 163 万円、道 1 千 469 万 2 千円） 

要介護・要支援認定者が、指定居宅介護支援事業者や指定介護予防支援事

業所の介護支援専門員（ケアマネジャー）、地域包括支援センター職員などに、

居宅介護・介護予防サービス計画を作成してもらう費用の全額を給付します。 

・特例居宅介護・介護予防サービス計画給付費 70 万円 

（うち国 15 万 6 千円、道 10 万 6 千円） 

要介護・要支援認定者が、指定居宅介護支援事業者以外の支援事業者に依

頼して、居宅介護・介護予防サービス計画を作成してもらう費用の全額を給

付します。 

・居宅介護・介護予防サービス給付費 7 億 4 千 28 万円 

（うち国 1 億 6 千 577 万 9 千円、道 1 億 1 千 261 万円） 

要介護・要支援認定者が、在宅で訪問看護や通所介護などのサービスを受

けた介護費用の９割を給付します。 

・特例居宅介護・介護予防サービス給付費 70 万円 

（うち国 15 万 6 千円、道 10 万 6 千円） 

要介護・要支援認定の申請前に、やむを得ない理由で居宅サービスを受け

た介護費用の９割を給付します。 

・居宅介護・介護予防福祉用具の購入 720 万円 

（うち国 161 万 2 千円、道 109 万 5 千円） 

要介護・要支援認定者が、購入した腰掛け便座や入浴補助用具など、一部

の福祉用具の購入費の９割（限度額１０万円）を給付します。 

・居宅介護・介護予防住宅改修費 2 千 460 万円 

（うち国 550 万 8 千円、道 374 万 1 千円） 

要介護・要支援認定者が、自宅の手すりの取り付けや段差解消などの小規

模な住宅改修にかかる費用の９割（限度額２０万円）を支給します。 

・施設介護サービス給付費 13 億 231 万 2 千円 

（うち国 2 億 9 千 159 万 9 千円、道 1 億 9 千 807 万円） 

要介護認定者が、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）や介護老人保

健施設、介護療養型医療施設に入所し、介護サービスを受けた介護費用の９

割を給付します。 
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・特例施設介護サービス給付費 50 万円（うち国 11 万 2 千円、道 7 万 6 千円） 

要介護認定者が、要介護認定の申請前に、やむを得ない理由などで介護老

人福祉施設などに入所し、サービスを受けた介護費用の９割を給付します。 

・地域密着型介護・介護予防サービス給付費 2 億 8 千 22 万 7 千円 

（うち国 6千 274 万 5 千円、道 4千 261 万 9 千円） 

要介護・要支援認定者が、グループホームなどの地域密着型サービスを利

用した際に介護費用の９割を支給します。 

・特例地域密着型介護・介護予防サービス給付費 70 万円 

（うち国 15 万 6 千円、道 10 万 6 千円） 

要介護・要支援認定の申請前に、やむを得ない理由などで地域密着型サー

ビスを利用した際に介護費用の９割を給付します。 

・特定入所者介護・介護予防サービス費 1 億 1 千 450 万円 

（うち国 2千 563 万 7 千円、道 1千 741 万 4 千円） 

低所得の要介護・要支援認定者が、介護保険施設に入所・短期入所した際

の食費・居住費の一部を給付します。 

・特例特定入所者介護・介護予防サービス費 70 万円 

（うち国 15 万 6 千円、道 10 万 6 千円） 

低所得者が、要介護・要支援認定の申請前に、やむを得ない理由などで施

設サービス・短期入所サービスを利用した際の食費・居住費の一部を支給し

ます。 

・高額介護・介護予防サービス費 4 千 376 万円 

（うち国 979 万 9 千円、道 665 万 5 千円） 

要介護・要支援認定者の利用者負担額の軽減を図るため、一定額を超えた

分を所得に応じて支給します。 

・介護給付費請求書審査支払手数料 316 万 2 千円 

（うち国 70 万 8 千円、道 48 万 1 千円） 

要介護・要支援認定者が、サービスを正しく利用されているかの内容を、

国民健康保険連合会に審査してもらうための手数料です。 

▼ 問い合わせ 高齢・介護グループ 

 

目標３ 障がい者福祉の確立  

在宅福祉の支援や医療・相談支援、施設整備の充実、就労支援など、地域

社会が一体となった障がい者保健福祉サービスの確立を図ります。  
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重度障がい者（児）福祉タクシー関係経費 685 万 1 千円 

バスなどの公共交通機関の利用困難な重度の障がい者が、タクシーを利用す

るときの料金を一部助成します。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

身体障がい者自動車燃料費助成金 43 万 4 千円 

市から車いすを支給されている身体障がい者で、日常生活に使用する自動車

の燃料費のうち、税額相当分を助成します。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

手をつなぐ育成会補助金 10 万円 

知的障がい者に対する理解やボランティア活動などの啓蒙を図り、知的障が

い者の自立更生と社会参加活動の促進を図る同育成会を支援します。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

視力障害者協会補助金 5 万円 

視覚障がい者に対する理解やボランティア活動などの啓蒙を図り、視覚障が

い者の自立更生と社会参加活動の促進を図る同協会を支援します。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

登別身体障害者福祉協会補助金 46 万円 

身体障がい者の文化活動やスポーツなどを通し、障がい者の社会参加の促進

などの活動を行う同協会を支援します。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

肢体不自由児（者）父母の会補助金 20 万円 

肢体不自由児（者）の自立更生と社会参加を目的に活動する父母の会を支援

します。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

小規模通所授産施設（すずかけ作業所）運営経費 56 万 2 千円 

（うち道 42 万 1 千円） 

就職困難な心身障がい者を通所させ、作業や生活の訓練を行い、社会人とし

ての自立を図ります。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 
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精神障がい者社会復帰施設通所交通費助成金 20万8千円（うち道10万3千円） 

精神障がい者の社会復帰や自立、社会経済活動への参加を図るため、通所授

産施設や地域共同作業所などに通所する交通費を支援します。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

精神障がい者通所授産施設運営費補助金 126 万 6 千円 

相当程度の作業能力を有する精神障がい者に、訓練や指導などの社会復帰の

ための活動を行う医療法人社団千寿会を支援します。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

重度心身障がい者医療費助成経費 1億 8千 410万 3千円（うち道6千 447万円） 

身体障害者手帳を交付されている重度（１級、２級、３級【内部障がい】）の

障がいのある方や重度の知的障がいと診断された方の医療費の一部を助成しま

す。 

▼ 問い合わせ 国保・年金グループ 

 

のぞみ園運営管理経費 161 万 6 千円（うち道 25 万 8 千円） 

障がいのある児童が児童デイサービスセンターで、日常生活における基本的

な動作や集団生活への適応の訓練などを行います。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

障がい認定審査会経費 574 万 3 千円 

障がい者の介護給付サービスにあたり、障がい程度区分認定のため審査を行

います（委員１０人、年間２６回を開催予定）。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

障がい者補装具給付費 2 千 543 万 8 千円 

（うち国 1 千 271 万 9 千円、道 635 万 9 千円） 

障害者自立支援法に基づき、障がい者の日常生活で、身体機能を補うために

用いる補装具の交付や修理を行います。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 
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高額障がい者福祉サービス経費 150 万円（うち国 75 万円、道 37 万 5 千円） 

障がい者自立支援サービスの利用者負担が世帯上限額を超えた場合に、利用

者の負担を軽減するため、その超えた分を高額福祉サービス費として支給しま

す。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

施設入所支援介護給付費 4 億 2 千 421 万 9 千円 

（うち国 2 億 1 千 210 万 9 千円、道 1 億 605 万 4 千円） 

介護要支援の該当になった障がい者の施設入所などにかかる費用を給付しま

す。 
身体障がい者施設入所者等  ５２人 
知的障がい者施設入所者等 １２５人 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

居宅介護給付費 9 千 294 万円（うち国 4 千 647 万円、道 2 千 323 万 5 千円） 

介護要支援の該当になった障がい者の居宅支援などにかかる費用を給付しま

す。 
ショートステイサービス関係  ２４人 
ホームヘルプサービス関係   ５９人 
生活介護サービス関係     ２０人 
ケアホームサービス関係    ３４人 
児童デイサービス関係     ６０人 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

自立訓練・就労移行支援等給付費 4 千 382 万円 

（うち国 2千 191 万円、道 1 千 95 万 5 千円） 

介護要支援の該当になった障がい者の自立訓練や就労移行支援などにかかる

費用を給付します。 

精神障がい者グループホーム １７人 

知的障がい者グループホーム １３人 

通勤寮            ５人 

就労支援          １０人 

機能訓練          １０人 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 
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自立支援医療費 907 万円（うち国 450 万円、道 225 万円） 

障害者自立支援法による自立支援医療（更生医療）にかかる医療費を支給し

ます。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 
 

地域生活支援事業費  

障害者自立支援法による障がい者の地域生活支援にかかる各種事業を行いま

す。 
・日常生活用具給付費 1 千 461 万 6 千円 

障がい者（児）に日常生活用具を給付します 
・障害者自立更生促進助成事業費 51 万円 

在宅の障がい者の自立更生に要する経費のうち、自動車運転免許取得や自

動車改造にかかる経費を助成し、社会活動への参加促進を図ります。 
・総合相談支援事業費 1 千 716 万 9 千円 

障がい者などの相談に応じて必要な情報提供や助言、障がい福祉サービス

の利用に関する援助、調整などの支援を行うとともに、地域関係機関のネッ

トワーク化の促進、知的・精神障がい者の住宅入居促進支援を行い、障がい

者などの地域生活の支援を行います。 
・コミュニケーション支援事業費 89 万 3 千円 

意思疎通を図ることに支障のある障がい者などに、手話通訳者の派遣など

を行います。 
・移動支援事業費 216 万 1 千円 

屋外での移動が困難な障がい者を個別やグループで支援を行います。 
・地域活動支援センター事業費 2 千 30 万 8 千円 

障がい者などに、創作活動や生産活動の機会の提供と社会との交流の促進

などの事業を行うとともに、障がい者の能力を生かした生きがいや社会参加

の促進、就業機会の増大を図る活動を行う事業者を支援します。 
・訪問入浴サービス事業費 58 万 1 千円 

訪問による入浴サービスを行い、身体障がい者の居宅生活を支援します。 
・更生訓練費・施設入所者就職支度金給付費 43 万 8 千円 

施設に入所などの障がい者に必要な更生訓練経費の支給を行います。 
また、施設に入所していた障がい者が、施設を退所し一般就労などを行う

場合に支度金を給付します。 
・社会参加事業費 32 万 4 千円 

視力障がい者などに情報提供を行うため、市広報紙などを点訳や音声など

により作成します。 
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・日中一時支援事業費 597 万 2 千円 

介護を行う方の疾病などの理由により、障がい者支援施設などへ宿泊を伴

わない短期間の入所を行い、介護などの便宜を供与するショートステイや放

課後などの活動の場の提供、介護者の一時的休憩を目的とした障がい児タイ

ムケアを行います。 
・社会参加等事業補助金 43 万 9 千円 

障がい者などの社会参加を促進するため、手話通訳者の養成、スポーツ・

レクリエーション指導員の養成にかかる経費の助成を行うとともに、障がい

者などの団体のボランティア活動による支援を行います。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

特別障害者手当等支給経費 3 千 2 万 9 千円（うち国 2千 245 万 6 千円） 

重度の障がいにより、日常生活において常時介護を必要とする障がい者に手

当を支給し、経済的負担の軽減を図ります。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 
 

重度心身障害児介護手当支給経費 804 万円 

重度の障がいのある児童の保護者に手当を支給し、障がい児の福祉の増進を

図ります。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 
 

第２６回全道肢体不自由児者福祉大会補助金 50 万円 

市内で開催される第２６回全道肢体不自由児者福祉大会の開催経費の一部を

支援します。 

▼ 問い合わせ 障害福祉グループ 

 

目標４ 自立した暮らしへの支援  

生活基盤の弱い立場にある市民を支援する制度の適切な運用を図るととも

に、生活安定と経済的自立の促進の支援などに努めます。 

 

社会福祉協議会貸付金（たすけあい金庫） 500 万円 

所得の低い世帯などに、応急援護や高額療養費などの資金を貸し付け、その

世帯の自立更生と生活の安定を図る登別市社会福祉協議会を支援します。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 
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自立支援教育訓練給付金 60 万円（うち国 45 万円） 

母子家庭の生活の安定を図るため、母親が職業相談を通じて自主的に職業能

力開発の教育訓練を受けた場合、終了後に訓練給付金を支給します。 

▼ 問い合わせ 子育てグループ 

 

災害見舞金 51 万円 

災害により、大きな被害を受けた市民に見舞金を支給します。 

▼ 問い合わせ 社会福祉グループ 

 

第４節 男女共同参画社会の実現  

 

目標１ 男女の人権が尊重される社会の実現  

男女平等の条件づくりや女性の人権保護に努めるほか、男女共同参画推進

条例制定の検討を進めます。 

 

男女共同参画社会づくり推進経費 21 万円 

女性と男性がお互いの人権を尊重し合い、それぞれの個性と能力を発揮しな

がら、共に支え合う男女共同参画社会の形成を目指します。 

・男女共同参画社会づくりの推進…『登別市男女共同参画基本計画（のぼりべ

つ・はぁもにぃプラン２１）』の着実な推進を図ります。男女共同参画講演会、

学習会などの開催、男女共同参画を推進する市民団体の活動を支援します。 

・民間シェルター運営補助金…夫や恋人などの暴力から逃れる女性の心身の安

全確保や自立のための支援を行っている民間シェルター『ＮＰＯ法人ウイメ

ンズネット・マサカーネ』の運営を支援します。 

▼ 問い合わせ 市民サービスグループ 

 

目標２ 男女があらゆる分野に参画することができる社会の実現  

女性の社会参画の促進に努めるほか、女性が安心して働き続けることがで

きる社会の実現を目指します。  

 

三市合同女性国内派遣研修負担金 31 万円 

地域で活動している女性を先進地に派遣し、全国各地における女性の社会参

加や地域活動、学習活動について研修を行います（参加者は参加経費の一部を

負担）。 

▼ 問い合わせ 社会教育グループ 
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